
子ども・子育て支援新制度における利用定員について 

 

＜利用定員とは＞ 

子ども・子育て支援法第 27 条第１項及び第 29 条第 1 項に基づき、１号認

定、２号認定、３号認定の区分ごとに定めるものです。 

毎年４月１日時点の入所見込み人数に応じて、｢認可定員｣の範囲内で設定し

ます。 

この利用定員をもとに、子ども・子育て支援新制度における施設型給付費等

の基礎単価が決定されます。 

               

※認可定員とは・・・ 

各種法律に基づき面積基準や保育士数等の設置基準を満たした施設の定員 

 

 

＜利用定員設定の考え方＞ 

●認可定員の範囲内で施設・事業者からの申請に基づき、市町村が設定しま

す。 

●全国一律の基準設定はなく、市町村が実情に応じて設定します。 

●八尾市では１号（３～５歳）、２号（３～５歳）、３号（１～２歳）、３号（０

歳）の４つの認定区分で利用定員を設定します。 

 

 

＜利用定員設定のための必要な手続き＞ 

子ども・子育て支援法第 31条第２項及び第３項、第 43条第 2項に基づき、

以下の手続きが必要となります。 

●地方版子ども・子育て会議（第七十七条第一項の審議会）等の意見聴取 

●都道府県知事への届出（特定教育・保育施設のみ） 

 

 

  

参考資料２ 
 

利用定員≦認可定員 



 

 

 

 

 

  

参考：子ども・子育て支援法（抜粋） 

子ども・子育て支援法 

（施設型給付費の支給） 

第二十七条 市町村は、教育・保育給付認定子どもが、教育・保育給付認定の有効期間内におい

て、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が施設型給付費の支給に係る施設として確認する教育・

保育施設（以下「特定教育・保育施設」という。）から当該確認に係る教育・保育（地域型保育を除き、第十九条第一

項第一号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもにあっては認定こども園において受ける教育・保育（保

育にあっては、同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対して提供される教育に係る標準的な一日

当たりの時間及び期間を勘案して内閣府令で定める一日当たりの時間及び期間の範囲内において行われるものに限る。）又は幼稚園に

おいて受ける教育に限り、同項第二号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもにあっては認定こども園に

おいて受ける教育・保育又は保育所において受ける保育に限り、満三歳未満保育認定子どもにあっては認定こども園又は保育所にお

いて受ける保育に限る。以下「特定教育・保育」という。）を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、当

該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に対し、当該特定教育・保育（保育

にあっては、保育必要量の範囲内のものに限る。以下「支給認定教育・保育」という。）に要した費用について、施設型

給付費を支給する。 

 

（地域型保育給付費の支給） 

第二十九条 市町村は、満三歳未満保育認定子どもが、教育・保育給付認定の有効期間内におい

て、市町村長が地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として確認する地域型保育を行う事

業者（以下「特定地域型保育事業者」という。）から当該確認に係る地域型保育（以下「特定地域型保育」という。）を

受けたときは、内閣府令で定めるところにより、当該満三歳未満保育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者に対し、当該特定地域型保育（保育必要量の範囲内のものに限る。以下「満三歳未満保育認定地

域型保育」という。）に要した費用について、地域型保育給付費を支給する。 

 



 

 

  

子ども・子育て支援法 

（特定教育・保育施設の確認） 

第三十一条 第二十七条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、教育・保育施設の設

置者（国（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人を含む。第五十八条の九第二項、

第三項及び第六項、第六十五条第四号及び第五号並びに附則第七条において同じ。）及び公立大学法人（地方独立行政法人法（平成十

五年法律第百十八号）第六十八条第一項に規定する公立大学法人をいう。第五十八条の四第一項第一号、第五十八条の九第二項並びに

第六十五条第三号及び第四号において同じ。）を除き、法人に限る。以下同じ。）の申請により、次の各号に掲げる教育・

保育施設の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めて、

市町村長が行う。 

一 認定こども園 第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

二 幼稚園 第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

三 保育所 第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び同項第三号に掲げる

小学校就学前子どもの区分 

２ 市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あ

らかじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその

意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見

を聴かなければならない。 

３ 市町村長は、第一項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めたときは、内閣府令

で定めるところにより、都道府県知事に届け出なければならない。 

 

（特定地域型保育事業者の確認） 

第四十三条 第二十九条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、地域型保育事業を行

う者の申請により、地域型保育の種類及び当該地域型保育の種類に係る地域型保育事業を行う事

業所（以下「地域型保育事業所」という。）ごとに、第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員（事業所内保育の事業を行う事業所（以下「事業所内保育事業所」という。）にあっては、その雇用する労働者の監護

する小学校就学前子どもを保育するため当該事業所内保育の事業を自ら施設を設置し、又は委託して行う事業主に係る当該小学校就学

前子ども（当該事業所内保育の事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員である事業主の雇用する労働者の監護す

る小学校就学前子どもとし、共済組合等（児童福祉法第六条の三第十二項第一号ハに規定する共済組合等をいう。）に係るものにあっ

ては共済組合等の構成員（同号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子どもとする。以下「労働者等の

監護する小学校就学前子ども」という。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員とする。）を定めて、市町村長が行う。 

２ 市町村長は、前項の規定により特定地域型保育事業（特定地域型保育を行う事業をいう。以下同じ。）の利

用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関

を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ど

も・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

 


